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１． はじめに 

 

社会心理学の態度理論に基づいて，ハード／ソフトに

係わらず何らかの交通施策を行った場合の交通需要の変

化を予測する技術的方法として，行動意図法（BI 法）

が提案されている 1）。本稿では，2004 年 2 月に開業し

たみなとみらい線を対象として，開業前に実施したアン

ケート調査を用いて BI 法によりその需要を予測し，さ

らに，その予測結果を開業後の実際の需要と比較するこ

とにより，BI 法の鉄道新線需要予測への適用可能性を

検証した結果について報告する。 

 

２． 行動意図法とは 

 

行動意図法（BI 法）とは，社会心理学の態度理論に

基づき，何らかの交通施策を行った場合の交通需要の変

化を予測する手法である。交通需要予測のための BI 法

は，大きく次の2 つのステップからなる。 

Step1）予測対象とする行動に関する行動意図，ならび

に行動意図と実際の行動が一致するか否か（行動

－意図一致性）に影響を及ぼす要因（意図の強度，

鉄道・自動車の利用状況等）を調査する。 

Step2）態度理論で知られている行動－意図一致性につ

いての理論的関係に基づいて，意図が実行される

割合（行動意図一致率）を設定し，それらの調査

データを用いて個々人の行動意図から行動を予測

し，それらを拡大，集計化する。 

ここで，「行動-意図一致性」とは表明された行動意

図が実際に実施されるか否か意味する。例えば，ある行 
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動 X を実行するとの行動意図を持っていたとしても，

何らかの理由で実行できないかも知れないし，逆に，行

動意図を持っていなくても何らかの理由で行動 X を実

行するかも知れない。こうした行動と意図との不一致は，

それぞれ「無行為の失敗」「行為の失敗」と言われてい

る。この行動-意図一致性については，様々な理論的・

実証的知見が積み重ねられており，いかなる条件で行

為・無行為の失敗が生ずるかが知られている。これらを

踏まえて，行動意図を測定すると共に，鉄道や自動車の

習慣の強さ，現在の鉄道の利用状況，行動意図の強度

（あるいは，それに影響を及ぼす鉄道や自動車の態度）

を測定する，というのがBI 法のStep 1）である。 

Step 2）では，上記 Step 1）で測定した種々の行動

や心理の指標に基づき，行動-意図一致性に影響を及ぼ

す理論的要因を加味しつつ，ひとり一人について行動と

意図が一致するか否かを予想していく。その際の，意図

と行動が一致する“確率”は既往の実証データで報告さ

れている行動-意図一致率／不一致率を参考にしつつ，

設定していく。そして，その利用確率に基づいて計算さ

れる期待値を，拡大，集計化することで，需要予測値を

求めることとなる。 

 

３． 行動意図法の適用事例 

 

2004 年 2 月に神奈川県横浜市のみなとみらい地区に

開業したみなとみらい線（以下 MM 線）の需要予測を，

BI 法を適用して実施した。具体的には，開業前に実施

したアンケート調査から開業後の新線需要を BI 法によ

って簡便に予測する方法論の確立と，その有効性につい

ての検討を行った。 

 

（1） MM 線沿線地域におけるアンケート調査 

2004 年 2 月の MM 線の開業に合わせて，MM 線沿

線地域に対してアンケート調査を実施した。アンケート

調査は，MM 線の開業前後のパネル調査であり，開業

前調査では，BI 法を行うためのデータ取得，開業後調

査では，BI 法ならびに鉄道サービス水準に関する知覚

誤差の分析のためのデータ取得を主な目的として実施し

た。アンケート調査対象を表-1 に示す。表中の○印を

アンケート調査の対象とし，概ね MM 線の利用者をカ



バーできるものと想定した。 

表－１ アンケートの調査対象 

  対象 

目的 

沿線 

住民 

沿線 

従業者 

沿線 

従学者 

沿線 

来訪者 

通勤 

・通学 
○ ○ × × 

業務 × ○ × ○ 

私事 ○ × × ○ 

○：調査対象 

 

開業前調査（wave1）は，2003 年 12 月 11 日に実施

した。MM 線沿線地域の住民，従業者に対して郵送配

布・郵送回収調査を実施するとともに，来街者に対して

は MM 線沿線地域での手渡し配布，郵送回収を行った。

総配布数 7,478 通，有効回収率は 35.5％であった。調

査対象者は，行動プランを立てさせることによって

MM 線に関する情報を強く認識させた「情報提供」群

とそれ以外の「非情報提供」群の 2 群にあらかじめ分

離した。 

開業後調査（wave2）は開業後の 2004 年7 月8 日に，

wave1 の回答者に対して郵送調査を実施した。配布数

は2,342人，有効回収率は68.7％であった。 

 

（2） 「情報提供」群と「非情報提供」群の考え方 

上述のとおり，wave1 では，MM 線に関する具体的

なサービス水準をより具体的に認知させることを目的と

して，「行動プラン法」2）を活用して調査設計を行って

いる。行動プラン法は，例えば新線を利用した具体的な

行動プランを立てることを要請することで，「実際の経

験」に近い状況の創出を目指すものである。wave1 で

は，行動プランを立てさせた「情報提供」群とそれ以外

の「非情報提供」群の 2 群に分けて調査を実施した。

この考え方は以下のとおりである。 

一般に，社会の万人が MM 線のサービス水準につい

て十分に認知していない場合，「非情報提供」群の被験

者が所持する程度の情報しか人々は所持していない。一

方，社会の万人が十分に MM 線のサービス水準や利用

方法を理解している場合には，「情報提供」群の被験者

が所持する程度の情報を持っていると考えられる。それ

ゆえ，現実の人々の認知度は，それらの二状況を両極端

とする間のいずれかの水準にあるものと考えられる。す

なわち，現実の交通需要は，「非情報提供」群のデータ

に基づく予測値と「情報提供」群のデータに基づく予測

値の「幅」の間に落ち着くことが予想される。このうち，

「情報提供」群の前提を現実化するには，「広範かつ適

切なキャンペーン・広報活動を行う」という事業者の

『努力』が実施される必要があり，「非情報提供群」の

データに基づく予測値は，ほとんど広報活動を行わない

というシナリオに相当すると考えられる。 

（3） BI 法による需要予測の手順 

BI 法を用いた需要予測・検証作業の基本手順を図-１

に示す。wave1 で把握したカテゴリ別の MM 線利用意

図に対して，意図と行動が一致する確率を既往の実証デ

ータで報告されている「行動-意図一致率」を参考に設

定する。さらに，その一致率に基づいて，サンプルベー

スでの利用者数（期待値）を推計し，沿線地域の人口等

のデータを用いて拡大，集計化することで需要予測値を

求めることになる。ここで，予測は「情報提供」群と

「非情報提供」群のそれぞれに対して独立に行う。 

MM線開業前 

アンケート(wave1) 
既存研究 

カテゴリ別 

MM線利用意図 

カテゴリ別 

行動-意図一致率 

MM線利用者数 

（サンプルベース） 

既存統計 

カテゴリ別人口 

（目的別） 

MM線利用者数 

予測値 

MM線開業後 

アンケート(wave2) 

MM線利用実績 

（サンプルベース） 

行動-意図 

一致率の検証 

ＭＭ線 

利用者実績 

【比較検証】 

拡大 

 

図－1  BI 法による MM 線需要予測・検証フロー 

さらに，MM 線利用者数の予測値と実績値を比較す

ることによって，BI 法の有用性を検証するとともに， 

wave2 から MM 線利用実績（サンプルベース）を把握

し，先に推計したカテゴリ別 MM 線利用者数（サンプ

ルベース）と比較することにより，カテゴリ別「行動-

意図一致率／不一致率」の妥当性に対する検証を行う。 

 

（4） カテゴリ別 MM 線利用意図の把握 

MM 線の需要は，各目的別に在来鉄道利用からの転

換ならびに自動車利用からの転換と，MM 線の開業に

よって新たに私用トリップ回数が増加することによって

生じるものと想定し，wave1 の設問を設計した。自動

車からの転換については，さらに鉄道利用習慣の有無に

よりカテゴリ分けを行った。「利用する」意図を表明し

たものに対しては，その頻度に関する設問も設けている。 

意図の強さについては，（MM 線を）「使うと思

う」「多分使うと思う」「使わないと思う」の選択肢を

選択させることによって把握した。図-2 は，従来鉄道

利用からの転換としての MM 線の利用意図に対する回

答結果を示している。また，図-3 は自動車からの転換

として，MM 線を利用するか否かについての回答結果

を示している。鉄道からの転換の方が MM 線を利用す

る意図を表明する割合が大きいことがわかる。また，

「情報提供」群の方が MM 線の利用意図を強く表明し

ている人の割合が若干高くなっている様子が伺える。 



合計＜情報提供＞

使う
52.0%

多分使う
16.6%

使わない
31.4%

n=1,552

合計＜非情報提供＞

使う
47.7%

多分使う
20.2%

使わない
32.0%

n=1,768

 

図‐2 鉄道からの転換意図 

合計＜情報提供＞

使う
28.1%

多分使う
20.8%

使わない
51.1%

n=499

合計＜非情報提供＞

使う
26.8%

多分使う
18.1%

使わない
55.1%

n=613

 

図‐3 自動車からの転換意図 

 

（5） 行動意図一致率の想定 

既往の実証データで報告されている 1）3）「行動-意図

一致率／不一致率」を参考にして設定した行動-意図一

致率を表-2，表-3 に示す。 

表－２ 行動-意図一致率／不一致率 

（利用意図・利用頻度） 

行動プラン
有り

行動プラン
無し

行動プラン
有り

行動プラン
無し

行動プラン
有り

行動プラン
無し

意図＿強 95% 90% 40% 35% 20% 15%

意図＿弱 75% 70% 30% 25% 15% 10%

意図無し 95% 95% 95% 95% 95% 95%

意図＿強 100% 100% 100% 100% 100% 100%

意図＿弱 100% 100% 100% 100% 100% 100%

意図＿強 95% 90% 40% 35% 20% 15%

意図＿弱 75% 70% 30% 25% 15% 10%

クルマからの転換

現在鉄道・利用 現在鉄道・非利用
電車からの転換

利用意図
（全目的）

利用頻度
（通勤・通学，

業務）

利用頻度
（私用）

 

表－３ 私用トリップ増加量の行動-意図一致率 

／不一致率（住民・来訪者） 

行動プラン
有り

行動プラン
無し

行動プラン
有り

行動プラン
無し

意図＿強 40% 35% 20% 15%

意図＿弱 30% 25% 15% 10%

意図無し 95% 95% 95% 95%

意図＿強 40% 35% 20% 15%

意図＿弱 30% 25% 15% 10%

増加意図

増加頻度

現在鉄道・利用 現在鉄道・非利用

 

 

例えば，鉄道からの転換意図については，「多分使う

と思う」（意図＿弱）と回答した情報提供群の人は，

75％の確率で実際に MM 線を利用し，その頻度は私用

目的の場合には，回答値の 75％になると想定している

ことになる。また，私用トリップ回数の増加量について

は，「多分増加する」と回答した人の 30％が実際に増

加し，その頻度については，回答値の 30％になると想

定していることとなる。 

 

（6） MM 線利用者数の推計 

回答結果から得られる利用意図とその一致率に基づい

て，まずサンプルベースでの MM 線利用者数の期待値

を推計する。次に，沿線地域の人口等のデータを用いて

拡大，集計化することで需要予測値を求めることになる。

ここで，これらの予測作業は「情報提供」群と「非情報

提供」群のサンプルを用いてそれぞれ独立に実施する。 

サンプルの拡大に用いた統計資料を表-4 に示す。拡

大にはそれぞれの統計値を wave1 実施時点（2003 年

12月）への年次調整を行うことにより適用した。 

以上の方法により MM 線利用者数等を予測した結果

を表-5 に示す。MM 線の利用者数（回数）は 1 日平均

約 10.4～11.3 万人という結果となった。実績需要は

2004年7月時点で11.8 万人であり，やや過小推計であ

るものの，概ね実績値と一致した予測結果が得られた。 

表－４ BI 法の拡大に用いた統計データ 

対 象 拡大に用いた指標 統計データ 

住民 町別就業者，就学者，

非就学者数 

平成 12 年国勢調査 

従業者 町別従業者数 

（公務とそれ以外） 

平成 13 年事業所・

企業統計調査 

来訪者 業務・私用トリップ数 平成 10 年東京都市

圏 PT 調査 

 

表－５ BI 法による MM 線需要予測結果と実績値 

（単位：人／日）

目的 情報提供 非情報提供

通勤・通学 72,932 61,955

業務 32,368 32,785

私用 8,133 9,280

合計 113,432 104,020

実績値 11.8万人／日　（Ｈ16.7月平均）  

 

過小推計となった主な理由としては，本手法では，純

粋な誘発交通が捉えきれていないことが挙げられる。例

えば，従来，元町・中華街地区へは全く訪れず，例えば

六本木などで遊んでいた者が，MM 線の開通によって

元町・中華街地区に遊びに行くようになった場合，この

ような誘発需要は今回の需要予測では捉えられていない。

もし，こうした需要を BI 法によって捉えようとするな

らば，MM 線沿線地区への全ての潜在的来街者に対し

てもアンケートを実施し，開業後の MM 線沿線地区へ

の新たなトリップ発生意向を聞く必要が生じ，予測手法

の簡便性が損なわれる。この点は，BI 法を適用する上

でのひとつの課題であると考えられる。 



（7） 行動-意図一致率の検証 

今回実施したwave1とwave2 の結果を用いて，事前

に想定した行動-意図一致率がどの程度実際に合致して

いたかの検証を行った。利用の有無における行動-意図

一致率を算出し評価した結果を表-6 に示す。標本数が

多い「従業者の通勤目的」では「利用の有無」と「利用

頻度」とも概ね想定どおりの結果であることがわかった。

ただし，wave2 では，鉄道と自動車のどちらからどれ

だけ転換したかを把握していない（回答者の負担軽減の

ため）ため，明確な知見が得られなかった項目もあった。

これは調査設計における今後の課題であると考える。 

表－６ 行動-意図一致率の検証結果 

 影響要因 想定 今回得られた結果 

利
用
の
有
無 

意図の強弱 意図の強い人の方が一

致率は高い。 

○意図の強い人の方が一致

率は高い。 

意図無し 意図が無い人も若干

（5％程度）は利用す

る。 

○従業者・通勤では，5～

9％が利用している。 

●上記以外では，意図のな

い人も想定以上に利用

している。（⇒信頼性

は低い） 

行動プランの

有無 

 

行動プランを策定した

人の方が，やや（5％

程度）一致率は高い。 

●行動プランの策定は一致

率に影響を及ぼしていな

い。 

鉄道利用の有

無 

事前に鉄道を利用して

いる人の方が一致率は

高い。 

○自動車からの転換では

MM 線の開業前に鉄道

を利用していた人の方が

一致率は高い。 

行動変容の種

類 

 

 

電車から転換する方

が，自動車から転換す

るより一致率は高い。 

△wave2 においては，電車

と自動車のどちらから

MM 線に転換したかま

では把握していないた

め，明確な知見は得られ

なかった。 

利
用
頻
度 

通勤・通学，

業務目的 

 

意図どおり（一致率

100％） 

○サンプル数が多く得られ

た「電車からの転換」で

は，100％程度の一致率

であった。 

△その他のカテゴリではサ

ンプル数が少ないことも

あり，明確な知見は得ら

れなかった。 

私用目的 

 

「利用の有無」と同程

度 

△サンプル数が少ないこと

もあり，明確な知見は得

られなかった。 

○想定どおり △どちらとも判断できない ●想定と違っていた 

 

（8） BI 法による開業後需要の増加量の予測 

開業後のwave2では，今後のMM 線利用に対する意

図，利用回数の増加に対する意図を聞いている。この結

果を用い，同様に BI 法を用いて今後の MM 線の需要

増加量を推計した。こうした方法は，開業後に実施する

アンケートを用いて今後の需要の伸び幅を推計する方法

論として，非常に有用であると考える。 

周辺人口や来訪者数に変化が無いと仮定した場合，す

なわち，沿線の人口，従業人口，来訪者数は 2003 年推

計値のままであると仮定し場合，一日平均で約 2 万人

が今後さらに増加するという結果となった。ここで，行

動-意図一致率についても，表-2，表-3 で想定した値を

基本に設定を行っている。 

 

４． おわりに 

 

鉄道の新規路線の開業前に，その利用意図を質問する

アンケート調査を行い，行動意図法（BI 法）を適用す

ることにより，簡便に開業後の需要を予測することがで

きた。この際，アンケート調査において行動プランを立

てさせる「情報提供」群とその他の「非情報提供」群に

分け，個別に予測を行うことによって，新線の情報が利

用者に浸透した場合と浸透していない場合の需要を，幅

をもって予測することが可能となると考えられる。 

BI 法による予測結果は，ほぼ実績値に等しい結果と

なり，新線の簡便な需要手法として BI 法が有効である

ことを示すことができた。ただし，この結果は，周辺土

地利用状況等が事前アンケートの実施時点と変わらない

場合における，定着状態の需要をターゲットとしている

と捉えられることから，BI 法の予測結果はやや過小推

計と判断できる。BI 法では，開業前において利用可能

性のある人に対して利用意図を測定することが前提とな

るため，そこからもれた人の需要はカウントされないこ

とになる。したがって，短期的で影響範囲が限られるよ

うな場合の需要予測に馴染む方法であると考えられる。 

また，開業後のアンケート調査において今後の MM

線の利用意図を把握し，同様に BI 法を適用することに

より，周辺土地利用が変化しない場合の今後の利用者の

増加分（潜在需要）を約 2 万人と予測した。ただし，

この結果の妥当性の評価については，今後の課題である。 

さらに，今回の調査で得られた行動-意図一致率に関

する知見は，今後，BI 法を適用する際の参考として有

益な情報であると考える。行動-意図一致率は，多くの

事例を蓄積していくことで，より精緻なものになってい

くと考えられることから，今後も同様の調査を行うこと

によって事例を蓄積することが課題となる。 
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